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　株主の皆様におかれましては、　平素より格別のご支援を賜り、厚くお

礼申しあげます。

　さて、当社第108期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）の

事業の概況、決算の概要等につきまして、ご報告申しあげます。

　なお、期末の配当金につきましては、本日開催されました第108回定

時株主総会の決議により、１株につき25円とさせていただくこととなり

ました。

　株主の皆様におかれましては、何卒変わらぬご支援を賜りますようお

願い申しあげます。

2019年６月26日

代表取締役社長
原 　 匡 史
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○事業の経過及びその成果
当連結会計年度における日本経済は、設備投資や個人消費の下支えにより、緩やかな回復基調が続いたものの、海外経済の減速などを背景に輸

出や生産の一部に弱さがみられました。
埠頭・倉庫業界におきましては、人手不足や原油価格の上昇に伴い作業費や運送費、燃料費などのコストが増加し、厳しい経営環境が継続しま

した。
このような経営環境の中、当社グループでは、グループ各社の連携を一層強化し、営業の拡大、経営基盤の強化、社会的責任の向上に取り組ん

でまいりました。
国内総合物流事業では、国内貨物や輸入青果物、コンテナターミナルの取扱数量が増加し、倉庫保管残高も前期を上回りました。また、国際

物流事業では、ロシアでの貨物取扱いが増加しました。この結果、営業収入は前期を上回りました。しかし、人手不足や原油価格の上昇に伴う費
用の増加に加え、設備投資による減価償却費の増加などもあり、営業利益は前期を下回りました。一方、営業外収益では雑収入が増加したことや、
当期は大きな特別損失の計上が無かったことから、経常利益、最終利益は前期を上回りました。

以上の結果、当期の営業収入は341億３千２百万円（前期比６億７千万円、2.0％の増収）、営業利益は17億２千５百万円（前期比４千７百万円、
2.7％の減益）、経常利益は19億１千１百万円（前期比１千４百万円、0.8％の増益）、親会社株主に帰属する当期純利益は12億５千１百万円（前期
比２億９千２百万円、30.4％の増益）となりました。
○対処すべき課題

当社を取り巻く環境は、日本経済が先行き不透明な状況にあることに加え、企業間の競争激化や人手不足によるコストの上昇などにより、厳し
い状況が継続することが予想されます。

このような経営環境の中、当社グループは総合物流企業集団として、お客様に満足度の高い物流サービスを提供するとともに、中長期的な観点
から設備投資や業務改革を計画的に行ってまいります。そして、競争力のある企業体質を構築し、健全で持続的な成長により企業価値を高めてま
いります。

次期におきまして、国内総合物流事業では、２０１８年５月に竣工した大阪支店の危険品倉庫や２０１９年１月に増設が完了した博多支店の青果
物加工センターなどの新しい施設が通年で稼働することや新規集荷の拡大により、コンテナ・一般雑貨・タイヤ原料などの取扱い増加が見込まれ
ます。国際物流事業では、ロシア及びその周辺国での取扱い増加を見込んでおります。

今後、当社グループが対処すべき課題とその取組みにつきましては次のとおりです。
①　営業の拡大
　国内総合物流事業では、営業収入は２期続けて前期を上回ることができました。さらに営業の拡大を図るために、お客様に最適な物流提案を積
極的に行って取扱数量の増加を図ってまいります。
　国際物流事業では、ロシアを中心としたカザフスタンやベラルーシなどの周辺国での営業活動を強化し、取扱数量の増加を図ってまいります。ま
た、ロシア、上海、バンコクなど、当社グループの海外拠点間のネットワークを強化して、業務の拡大を図ってまいります。
②　計画的な設備の拡充
　お客様に安心してご利用いただける、環境に配慮した新しい設備投資及び更新を計画的に行ってまいります。
　次期におきましては、大井事業所での冷却設備の更新、志布志支店で取扱数量が増加しているコンテナ貨物用の省エネ型荷役機器の増備などを
計画しております。
　今後もＢＣＰ（事業継続計画）を含めて、計画的に設備の拡充と更新を図ってまいります。
③　新規事業への挑戦
　お客様により一層満足いただけるよう、総合物流企業集団として様々なサービスの提供に取り組み、現在の国内総合物流事業、国際物流事業と
ともに新しい事業となる事業モデルの構築に日々挑戦してまいります。
④　経営基盤の強化
　組織再編による体制強化と人材育成を推進してまいります。また、ＡＩ（人工知能）や機械化、システム化による自動化などの技術を活用し、お
客様に物流の効率化、省力化など、物流コスト低減を実現する最適な物流サービスを提供することを目指します。

情報システムにつきましては、抜本的な業務の標準化、効率化を目指して、新たに再構築を進めてまいります。
⑤　労働環境の整備
　物流業界での深刻な人材不足の状況に対応するため、積極的な求人活動を行うとともに、安全衛生活動の強化、労働時間短縮などの働き方の見
直しを図り、人材の確保と安全で働きやすい職場環境作りを推進してまいります。
⑥　社会的責任の向上

コンプライアンスの推進、リスク管理体制の強化、内部監査の充実、地域社会への貢献などを図り、社会的責任の向上に努めてまいります。

これらの対処すべき課題につきましては、当社グループでは２０１７年度から２０１９年度を対象期間とする東洋埠頭グループ中期経営計画を策
定し推進しております。次期は最終年度となりますが、計画達成に向けグループ一丸となって取り組んでまいります。
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※（　）内は前期比です。営業収入・営業利益は、セグメント間の取引を含んでおります。

営業収入内訳と構成比

9.1%

30.1％（10,364百万円）

23.0％（7,900百万円）

17.3％（5,967百万円）

20.5％（7,044百万円）

倉庫業

港湾運送業

自動車運送業

その他の業務

業務別営業収入の推移（単位：百万円）

国内総合
物流事業

営業収入
31,276百万円
（1.6％）
営業利益

1,598百万円
（△3.6％）

国際物流事業
営業収入

3,130百万円
（4.9％）
営業利益
116百万円

（12.0％）
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　国際物流事業の営業収入は、31億３千万円、前期比4.9％の増収、営業利益は１億１千６百万円、前期比12.0％の増益となりました。
ロシアでの国内貨物取扱いが拡大し、通関業務、輸送業務も堅調に推移しました。

　その他の業務の営業収入は、70億４千４百万円、前期比0.6％の減収となりました。ばら積み貨物の取扱い減少に伴い、施設収入
が減少しました。

　自動車運送業の営業収入は、石油化学品、輸入青果物などの取扱いが増加したことにより59億６千７百万円、前期比0.2％の増収
となりました。

　港湾運送業の営業収入は、79億円、前期比2.2％の増収となりました。
　ばら積み貨物の取扱数量は、495万トン（前期532万トン）でした。川崎地区での石炭、残土の取扱いが減少しました。
　コンテナ取扱数量は、243千TEU（前期219千TEU）でした。川崎港の新規航路開設などにより取扱いが増加したほか、志布志港
での取扱いも堅調に推移しました。

　倉庫業の営業収入は、103億６千４百万円、前期比3.4％の増収となりました。
　平均保管残高は、29万トン（前期27万トン）、入出庫数量は、362万トン（前期369万トン）でした。普通倉庫貨物は、紙類は減少
しましたが、合成樹脂や穀物が増加しました。輸入青果物は、バナナ、キウイが増加しました。冷蔵倉庫貨物は、畜産物、農産物は
減少しましたが、水産物が増加しました。

　陸海空を組み合わせた国際複合一貫輸送を提供しています。輸出入に伴う通関・納税等さまざまな法令手続には、熟練した専門ス
タッフが対応します。当社は自社拠点を軸としつつ、国内外の幅広いパートナーとともにお客様に最適な物流を提案しています。

　各種物流関連施設の賃貸、工場等の構内作業、通関、船舶代理店、保険代理店等、各種物流サービスに関連する業務を行い、お客
様が本業に注力いただけるような物流関連のアウトソーシングにお応えしています。お客様それぞれの物流課題に対して、最適なソ
リューションを提案しています。

　主要港及び交通至便な内陸地に、普通倉庫、冷蔵倉庫、青果物倉庫、危険品倉庫、サイロ、トランクルームなど、各種の倉庫を有
しています。これらの施設を利用し、さまざまなニーズに対応した最適な物流サービスを提供しています。

　全国をカバーするネットワーク網を構築し、普通トラックによる輸送はもとより、定温車、コンテナシャーシ及び牽引車、トレー
ラー、特殊タンク車等々、輸送貨物に合わせた高水準のサービスを提供しています。お客様からのオーダーに基づき、いち早く配車
を完了させ、各部門と連携をとりながらリードタイムを短縮し、個別配送や翌日配送、時間指定にも細かく対応しています。

　石炭、鉱石類、穀物類などの大量ばら積み貨物を大型港湾荷役機械で、迅速、確実な揚げ積み作業を行っています。また、大型の
コンテナ船からの取り卸しから、シャーシへの積載、輸出時の船舶への積込まで総合的なコンテナターミナル運営を行っています。

業務内容と当期の概況
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（単位：万トン）
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会　　　　社　　　　名 資　　本　　金 出　資　比　率 主　要　な　事　業　内　容
当社の出資比率

株 式 会 社 東 洋 埠 頭 青 果 セ ン タ ー 100 百万円 100 % 港湾運送業、倉庫業、通関業

株 式 会 社 東 洋 ト ラ ン ス 100 同　100 航空貨物代理店業、国際複合一貫輸送業

東 京 東 洋 埠 頭 株 式 会 社 50 同　100 一般貨物荷役業

鹿 島 東 洋 埠 頭 株 式 会 社 30 同 75.5 港湾運送業、一般貨物荷役業

志 布 志 東 洋 埠 頭 株 式 会 社 20 同　 90 港湾運送業､ 一般貨物荷役業､ 自動車運送業､ 倉庫業

東 永 運 輸 株 式 会 社 20 同　100 自動車運送業

㈱東洋トランスの出資比率
Ｏ Ｏ Ｏ 東 洋 ト ラ ン ス 1,000 万ルーブル 100 % 倉庫業、国際複合一貫輸送業

Ｏ Ｏ Ｏ Ｔ Ｂ 東 洋 ト ラ ン ス 145 同　100 通関業、輸送業

※ 特定完全子会社に該当する子会社はありません。

0

150

200

250

106期

172172

107期 108期

186186 182182

（単位：万トン）

0

15

30

45

60

106期

2626

107期

2727

108期

2929

（単位：万トン）
■ 入庫数量 ■ 平均保管残高数量
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連 結 子 会 社 の 状 況
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東洋埠頭ネットワーク

宮崎営業所
坂出東洋埠頭㈱

博多支店

須崎営業所・那の津営業所

志布志支店

大阪支店・化成品サイロ営業所

衣浦営業所

大黒埠頭営業所・コンテナターミナル営業所

川崎支店・東扇島支店

常陸那珂営業所

本社・東京支店・
有明営業所・青海倉庫

東大阪営業所

モスクワ

鹿児島営業所
新若浜営業所・若浜営業所・
全農サイロ営業所

大黒骨材営業所

大井事業所

足立営業所

鹿島支店
全農サイロ営業所・東日本くみあい飼料営業所・関東グレ－ンターミナル営業所

吉井営業所

新潟東洋埠頭㈱

立川営業所

サンクトペテルブルグ

バンコク
ノボロシースク 上海

深圳

天津

ハバロフスク

ウラジオストク

ナホトカ

板橋倉庫

豊洲営業所

本社・支店・
事業所

関係会社拠点
営業所

※１   OOO東洋トランス、OOOTB東洋トランスの２社は、㈱東洋トランス100％
出資の子会社です。

※２ 太字は持分法適用会社です。

本社及び事業所

関係関連会社
●連結子会社

●非連結子会社
●関連会社

㈱東洋埠頭青果センター、㈱東洋トランス、東京東洋埠頭㈱、
鹿島東洋埠頭㈱、志布志東洋埠頭㈱、東永運輸㈱、
OOO東洋トランス（モスクワ）、OOOTB東洋トランス（モスクワ）
㈱ティーエフ大阪、板橋共同作業㈱、シビル・ポートサービス㈱
東光ターミナル㈱、坂出東洋埠頭㈱、㈱オーエスティ物流、
新潟東洋埠頭㈱、上海青旅東洋物流有限公司（上海）、
スリタイ東洋ロジスティクス社（バンコク）

東京都中央区晴海一丁目８番８号
　 〒104-0053　電話（03）5560-2701

東京都江東区有明四丁目３番22号
　 〒135-0063　電話（03）6426-0371
有明、立川、足立、吉井（群馬）
板橋倉庫、青海倉庫

神奈川県川崎市川崎区扇町13番１号
　 〒210-0867
　 電話　埠頭部（044）333-3521
　 　　　青果部（044）366-2121
豊洲（東京）、大黒骨材

神奈川県川崎市川崎区東扇島27番地１
　 〒210-0869　電話（044）266-5516
大黒埠頭（横浜）、コンテナターミナル

大阪府大阪市此花区梅町二丁目４番72号
　 〒554-0032　電話（06）6466-1040
化成品サイロ、東大阪、衣浦（愛知）

福岡県福岡市博多区沖浜町５番33号
　 〒812-0031　電話（092）281-3464
須崎、那の津
香椎、久留米

茨城県神栖市砂山2626番地３
　 〒314-0255　電話（0479）46-1521
全農サイロ、東日本くみあい飼料、
関東グレーンターミナル、常陸那珂
波崎、神の池

鹿児島県志布志市志布志町志布志3267番地１
　 〒899-7103　電話（099）473-2310
新若浜、若浜、全農サイロ、鹿児島、宮崎

東京都大田区東海六丁目１番５号
　 〒143-0001　電話（03）3790-4001

本　　 社

東 京 支 店

〈営業所〉

川 崎 支 店

〈営業所〉

東扇島支店

〈営業所〉

大 阪 支 店

〈営業所〉

博 多 支 店

〈営業所〉
〈物流センター〉

鹿 島 支 店

〈営業所〉

〈物流センター〉

志布志支店

〈営業所〉

大井事業所

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇
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（単位：百万円） （単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び営業未収入金

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 及 び 装 置

船舶及び車両運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

6,652

1,748

4,045

162

106

589

△ 0

32,217

24,532

13,285

2,594

76

86

8,461

27

0

124

1

122

7,561

5,693

88

358

1,447

△ 26

流 動 負 債 11,011

営 業 未 払 金 3,036

短 期 借 入 金 5,136

リ ー ス 債 務 12

未 払 金 811

未 払 法 人 税 等 139

設備関係支払手形 822

そ の 他 1,052

固 定 負 債 7,687

長 期 借 入 金 5,546

リ ー ス 債 務 16

退職給付に係る負債 1,910

役員退職慰労引当金 8

資 産 除 去 債 務 55

そ の 他 149

負 債 合 計 18,698

純 資 産 の 部

株 主 資 本 18,909

資 本 金 8,260

資 本 剰 余 金 5,181

利 益 剰 余 金 5,528

自 己 株 式 △ 61

その他の包括利益累計額 1,169

その他有価証券評価差額金 1,322

為替換算調整勘定 164

退職給付に係る調整累計額 △ 318

非支配株主持分 92

純 資 産 合 計 20,171

資 産 合 計 38,869 負 債 純 資 産 合 計 38,869

（百万円未満切捨）

科 　 　 　 目
金 　 　 額

内　　訳 合　　計

営 業 収 入 34,132

営 業 原 価 30,678

営 業 総 利 益 3,453

販売費及び一般管理費 1,728

営 業 利 益 1,725

営 業 外 収 益 393

受 取 利 息 2

受 取 配 当 金 152

受 取 地 代 家 賃 89

そ の 他 149

営 業 外 費 用 207

支 払 利 息 122

持分法による投資損失 25

為 替 差 損 47

そ の 他 12

経 常 利 益 1,911

特 別 利 益 49

固 定 資 産 売 却 益 16

投 資 有 価 証 券 売 却 益 33

特 別 損 失 106

固 定 資 産 除 却 損 106

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,854

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 413

法 人 税 等 調 整 額 178 592

当 期 純 利 益 1,262

非支配株主に帰属する当期純利益 10

親会社株主に帰属する当期純利益 1,251

（百万円未満切捨）

連結貸借対照表（2019年３月31日現在） 連結損益計算書 自　2018年４月１日（ 至　2019年３月31日 ）
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連結株主資本等変動計算書 自　2018年４月１日（ 至　2019年３月31日 ）
（単位：百万円）

株 主 資 本 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主 持 分

純 資 産

合 計資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当期首残高 8,260 5,181 4,663 △ 61 18,044 1,715 127 △ 178 1,665 81 19,792

当期変動額

剰余金の配当 △ 386 △ 386 △ 386

親会社株主に帰属する
当期純利益 1,251 1,251 1,251

自己株式の取得 △ 0 △ 0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △ 393 37 △ 140 △ 496 10 △ 485

当期変動額合計 － － 865 △ 0 864 △ 393 37 △ 140 △ 496 10 379

当期末残高 8,260 5,181 5,528 △ 61 18,909 1,322 164 △ 318 1,169 92 20,171

（百万円未満切捨）
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貸 借 対 照 表（2019年３月31日現在）

（単位：百万円） （単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
営 業 未 収 入 金
原材料及び貯蔵品
前 払 費 用
立 替 金
短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有形固定資産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無形固定資産
ソ フ ト ウ ェ ア
港湾等施設利用権
その他の施設利用権
リ ー ス 資 産

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
従業員長期貸付金
差 入 保 証 金
長 期 前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

6,050
1,577

23
3,625

153
92

260
71

244
△ 0

31,814
25,120
11,586
2,429
2,515

13
70

8,480
25
0

122
50
57
11
1

6,572
5,091

311
2,002

4
247
763
64

△ 1,914

流 動 負 債 11,032
営 業 未 払 金 2,742
短 期 借 入 金 4,026
長 期 借 入 金

（ 一 年 以 内 返 済 ） 1,916

リ ー ス 債 務 11
未 払 金 718
未 払 費 用 398
未 払 法 人 税 等 122
預 り 金 95
設備関係支払手形 822
そ の 他 177

固 定 負 債 6,699
長 期 借 入 金 5,532
リ ー ス 債 務 16
退 職 給 付 引 当 金 838
資 産 除 去 債 務 55
そ の 他 123
繰 延 税 金 負 債 133

負 債 合 計 17,732

純 資 産 の 部

株 主 資 本 18,844
資 本 金 8,260
資 本 剰 余 金 5,181

資 本 準 備 金 4,276
その他資本剰余金 905

利 益 剰 余 金 5,437
その他利益剰余金 5,437

固定資産圧縮積立金 307
買換資産積立金 418
別 途 積 立 金 670
繰越利益剰余金 4,041

自 己 株 式 △ 36
評価・換算差額等 1,288

その他有価証券評価差額金 1,288
純 資 産 合 計 20,132

資 産 合 計 37,865 負 債 純 資 産 合 計 37,865

（百万円未満切捨）

科 　 　 　 目
金 　 　 額

内　　訳 合　　計

営 業 収 入 28,896

営 業 原 価 26,305

営 業 総 利 益 2,591

販売費及び一般管理費 1,151

営 業 利 益 1,439

営 業 外 収 益 460

受 取 利 息 及 び 配 当 金 173

そ の 他 287

営 業 外 費 用 135

支 払 利 息 130

そ の 他 5

経 常 利 益 1,764

特 別 利 益 45

固 定 資 産 売 却 益 12

投 資 有 価 証 券 売 却 益 33

特 別 損 失 108

固 定 資 産 除 却 損 108

税 引 前 当 期 純 利 益 1,701

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 353

法 人 税 等 調 整 額 168 522

当 期 純 利 益 1,178

（百万円未満切捨）

損 益 計 算 書 自　2018年４月１日（ 至　2019年３月31日 ）



−10−

（単位：百万円）
株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株 主
資本合計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益
剰 余 金
合 計

固 定 資 産
圧縮積立金

買換資産
積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 8,260 4,276 905 5,181 312 428 670 3,233 4,644 △ 35 18,051 1,673 19,725

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △ 4 4 − − −

買換資産積立金の取崩 △ 10 10 − − −

剰余金の配当 △ 386 △ 386 △ 386 △ 386

当期純利益 1,178 1,178 1,178 1,178

自己株式の取得 △ 0 △ 0 △ 0
株主資本以外の項目の当期中の
変動額（純額） △ 385 △ 385

当期変動額合計 － － － － △ 4 △ 10 － 807 792 △ 0 792 △ 385 406

当期末残高 8,260 4,276 905 5,181 307 418 670 4,041 5,437 △ 36 18,844 1,288 20,132

（百万円未満切捨）

株主資本等変動計算書 自　2018年４月１日（ 至　2019年３月31日 ）



（単位：百万円）中間期 通期

△500

0

500

1,000

1,500

106期

641

△172

104期

△135

1,130

107期 108期

793
658

959

1,251

105期

526
298

（単位：百万円）中間期 通期

0

500

1,000

1,500

2,000
1,744

962

1,290

822

106期

1,152
1,013

107期 108期105期

794
789

104期

1,896 1,911

（単位：百万円）

20,000

10,000

40,000

30,000

50,000

0
106期

純資産 総資産

107期 108期105期104期

40,030

18,225

37,756

18,874

38,042

17,361

39,144

19,792

38,869

20,171

（単位：百万円）中間期 通期

10,000

20,000

30,000

40,000

0

33,461

16,979

107期

34,132

17,302

108期

31,587

15,942

106期

32,257

16,481

105期

32,288

16,478

104期

※  「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号平成30年２月16
日）等を108期の期首から適用しており、107期以前の総資産については、当該会計
基準等を遡って適用した後の数値となっております。
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営業収入 経常利益

親会社株主に帰属する当期（中間）純利益 純資産／総資産

財 務 デ ー タ
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ト ピ ッ ク ス

　2018年５月31日、大阪支店に、建築
面積962.65㎡、平屋建て鉄骨造の新倉
庫が竣工しました。お客様からの需要
が高い消防法危険物第四類及び第五類
に対応、貨物の特性に応じて常温倉庫
のほか、５℃帯（第五類）と20℃帯（第
四類）の定温倉庫も設置しております。
　今後も、お客様のニーズに応えると
ともに、物流品質の維持向上に努めて
まいります。

■ 大阪支店　危険品７号倉庫竣工

　2018年８月、グループ会社の㈱東
洋トランスでは、国土交通省とともに
シベリア鉄道経由モスクワ向けに精米
等の試験輸送を行いました。
　日欧EPA発効等を背景に日欧間貿易
の拡大が見込まれる中、海上輸送、航
空輸送に続く第３の輸送手段としてシ
ベリア鉄道の活用が期待されています。
　当社グループは、ロシア物流のリー
ディングカンパニーとして、貿易のさ
らなる活性化に貢献してまいります。

■ 東洋トランス　国土交通省とともにシベリア鉄道利用の試験輸送を実施
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商 号
創 業
資 本 金
従 業 員 数

東洋埠頭株式会社

1929年５月

82億6,082万3,456円

287名（当社グループ776名）

代 表 取 締 役
社 長 原 　 匡 史
取 締 役
常務執行役員 （経 理 部 長） 萩 原 卓 郎
取 締 役
常務執行役員 （川 崎 支 店 長 兼

港 運 部 長） 西 　 修 一
取 締 役
執 行 役 員 （大 阪 支 店 長） 山 口 哲 生
取 締 役
執 行 役 員 （東 扇 島 支 店 長

倉 庫・ 運 輸 統 括） 鈴 木 康 司

取 締 役
執 行 役 員 （業 務 部 長、

青果営業部、経営企画部、
国 際 営 業 部 管 掌） 三 上 慎 治

取 締 役 （株式会社東光コンサルタンツ
代 表 取 締 役 社 長） 堀 　 尚 義

取 締 役 （日本物産株式会社
代 表 取 締 役 社 長） 田 中 明 夫

監査役（常勤） 髙 沢 由 二

監 査 役 （株式会社ファルテック
監 査 役（ 社 外 ）） 吉 野 保 則

監 査 役 （原合同法律事務所パートナー、
ユニオンツール株式会社取締役（社外）） 山 本 博 毅

執 行 役 員 （総 務 部 長 兼
情報システム部、業務監査部担当） 坂 本 啓 則

執 行 役 員 （東 京 支 店 長） 大 野 武 一

執 行 役 員 （志 布 志 支 店 長） 地 曵 髙 士

執 行 役 員 （鹿 島 支 店 長） 原 田 弘 之

執 行 役 員 （博 多 支 店 長） 渡 辺 忠 弘

発行可能株式総数……………… 25,830,000株
発行済株式総数 ………………… 7,740,000株
株主数 …………………………………  6,033名
大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 669 千株 8.66 %

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 498 6.45
株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 342 4.44
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 342 4.44
朝 日 生 命 保 険 相 互 会 社 266 3.45
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 233 3.02
東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 215 2.78
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 207 2.69
太 陽 生 命 保 険 株 式 会 社 200 2.59
山 内 正 義 178 2.31

（注）持株比率は自己株式（19,312株）を控除して計算しております。

（注）自己株式19,312株は「個人・その他」に含めております。

株 式 の 状 況（2019年３月31日現在）

所有者別株式分布状況（2019年３月31日現在）

会 社 の 概 要（2019年３月31日現在）

役員及び執行役員（2019年６月26日現在）

金融機関
40.88％
3,163,901株

金融商品取引業者
1.30％
100,340株

個人・その他
39.67％

3,070,792株

その他の法人
14.06％

1,088,294株

外国法人等
4.09％

316,673株
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当社の株式は１単元が100株となっております。証券市場では１単元が取引単位となっており、100株未満の株式を売買することはできません。
単元未満株式を所有されている株主様には単元未満株式の買増・買取制度がご利用いただけます。

単元株式
100株

30株

70株

200株

100株

単元未満株式
70株

（例）170株を所有の場合

買増制度

買い増し

買い取り

保有株数200株

保有株数100株

買取制度

買増制度　　株主様の所有されている単元未満株式と合計で１単元（100株）となる数の単元未満株式の買い増しを、当社にご請求いただく制
度です。

買取制度　　株主様の所有されている単元未満株式の買い取りを、当社にご請求いただく制度です。

お手続きの詳細に関しましては、株主様の所有されている当社株式が、証券口座に記録されている場合はお取引のある証券会社に、特別口座に
記録されている場合は、当社特別口座管理機関である三菱UFJ信託銀行株式会社へお問い合わせください。

単元未満株式を所有されている株主様へのご案内

株式に関する『マイナンバー制度』のご案内

株式関係業務におけるマイナンバーの利用
法令に定められたとおり、支払調書には株主様のマイナンバーを記載し、税務署へ提出いたします。

主な支払調書 ＊ 配当金に関する支払調書
＊ 単元未満株式の買取請求など株式の譲渡取引に関する支払調書

マイナンバーの利用範囲に
は株式の税務関係手続き
も含まれます。株主様は
お取引の証券会社等へマイ
ナンバーをお届出ください。

マイナンバーのお届出に関するお問い合わせ先

● 証券口座にて株式を管理されている株主様
 お取引の証券会社までお問い合わせください。

● 証券会社とのお取引がない株主様
下記フリーダイヤルまでお問い合わせください。

 　三菱UFJ信託銀行　証券代行部　0120-232-711（通話料無料）

市区町村から通知されたマイナンバーは、株式の税務関係のお手続きで必要となります。
このため、株主様から、お取引の証券会社等へマイナンバーをお届出いただく必要がございます。



ホームページのご案内
当社ホームページにおきまして、最新のIR情報や各支店・事業所及び関係会社の流通施設・業務内容など、詳細な会社
情報をご案内しております。

http://www.toyofuto.co.jp

４月１日から翌年の３月31日まで
６月
３月31日
その他必要があるときは、あらかじめ公告いたします。
３月31日
中間配当を行う場合は、９月30日現在の株主に対して行います。
http://www.toyofuto.co.jp
電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じたときは、
日本経済新聞に公告いたします。　
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
郵送先 〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
電話 0120-232-711（通話料無料）
東京証券取引所（第一部）
9351

株式についてのご案内
事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
基 準 日

配当金受領株主確定日

公 告 掲 載 U R L

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関

同 事 務 取 扱 場 所

郵 便 物 送 付 先
及 び 電 話 連 絡 先

上 場 金 融 商 品 取 引 所
証 券 コ ー ド

＜お知らせ＞
株式事務に関するお問い合わせ （三菱UFJ信託銀行　証券代行部）

お 問 い 合 わ せ 0120-232-711（通話料無料）
ホ ー ム ペ ー ジ U R L https://www.tr.mufg.jp/daikou/

（ご注意）
１．  株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている

口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問い合わせく
ださい。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

２．  特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっており
ますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問い合わせください。なお、三菱UFJ信託銀行
全国各支店にてもお取次ぎいたします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

〒104−0053　東京都中央区晴海一丁目8番8号
（晴海トリトンスクエア）

TEL　03−5560−2701（代）


